
平成 15 年９月期  個別中間財務諸表の概要 
平成 15 年５月 27 日 

 

会 社 名  木徳神糧株式会社           登録銘柄 

コ ード番 号  ２７００               本社所在都道府県  東京都 

（ＵＲＬ http://www.kitoku-shinryo.co.jp） 
代  表  者 役  職  名 代表取締役社長 

氏    名 木 村 良 

問い合わせ先  責任者役職名 取締役管理本部副本部長 

        氏    名 志 村 安 彦     ＴＥＬ（03）5479 － 7111 

決算取締役会開催日  平成 15 年５月 27 日     中間配当制度の有無  有 

中間配当支払開始日  平成 15 年６月 26 日     単元株制度採用の有無 有（１単元 1,000 株） 

 

１．15 年３月中間期の業績（平成 14 年 10 月１日～平成 15 年３月 31 日） 

(1) 経営成績 

 売  上  高 営 業 利 益 経 常 利 益 

 

15 年３月中間期 

14 年３月中間期 

百万円   ％

40,356（  5.6）

38,229（△ 6.3）

百万円   ％

△ 230（   －）

100（△ 49.0）

百万円   ％

△ 257（  －）

177（△ 7.9）

14 年９月期 82,815          147           108          
 

 中 間 (当 期) 純 利 益 
1 株当たり中間 

(当期)純利益 

 

15 年３月中間期 

14 年３月中間期 

百万円   ％

△ 488（   －）

146（△ 51.6）

円  銭

△ 57   45  

17   23  

14 年９月期 109           12   81  

(注) 1．期中平均株式数 15 年３月中間期 8,508,924 株 14 年３月中間期 8,519,502 株 14 年９月期 8,517,923 株 

   2．会計処理の方法の変更   無 

   3．売上高、営業利益、経常利益、中間(当期)純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率 

(2) 配当状況 

 
1 株当たり 

中間配当金 

1 株当たり 

年間配当金 

 

 

 

15 年３月中間期 

14 年３月中間期 

円 銭 

2  00   

3  75   

円 銭

－  －  

－  －  

     

     

14 年９月期 －  －   7  50  

(3) 財政状態 

 総 資 産 株 主 資 本 株主資本比率 1 株当たり株主資本

 

15 年３月中間期 

14 年３月中間期 

百万円 

24,817      

27,898      

百万円

4,402     

5,169     

％ 

17.7   

18.5   

円  銭

517   68  

606   94  

14 年９月期 24,861      5,070     20.4   595   52  

(注) 1．期末発行済株式数 15 年３月中間期 8,504,837 株 14 年３月中間期 8,517,787 株 14 年９月期 8,514,888 株 

2. 期末自己株式数 15 年３月中間期 25,163 株 14 年３月中間期 12,213 株 14 年９月期 15,112 株 

 

２．15 年９月期の業績予想（平成 14 年 10 月１日～平成 15 年９月 30 日） 

1 株当たり年間配当金 
 売 上 高 経常利益 当期純利益 

期 末  

 

通  期 

百万円 

79,000      

百万円

20     

百万円

△ 411     
円 銭 

4 00  

円 銭

6 00 

(参考) 1 株当たり予想当期純利益（通期）  △ 48 円 33 銭 

 

※ 業績予想につきましては、発表日現在において入手可能な情報に基づき作成したものであり、実際の

業績は今後の様々な要因によって予想数値と異なる場合があります。 

 

  

－37－ 



－  － 
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６．個別中間財務諸表等 
① 中間貸借対照表      

（単位：千円）

前中間会計期間末 
 

(平成14年３月31日現在)

当中間会計期間末 
 

(平成15年３月31日現在) 

前事業年度の 
要約貸借対照表 

(平成14年９月30日現在)

期  別 
 
 
 
科  目 金 額 構成比 金 額 構成比 金 額 構成比

 （ 資 産 の 部 ） ％ ％ ％

Ⅰ 流 動 資 産   

１． 現 金 及 び 預 金  3,408,383 581,451  2,295,584

２． 受 取 手 形 ※５ 182,598 86,956  152,115

３． 売 掛 金  8,654,190 7,010,271  6,859,665

４． た な 卸 資 産  2,379,709 3,235,103  2,606,924

５． 未 収 入 金 ※４ 1,080,690 1,530,599  1,544,043

６． そ の 他 ※４ 1,357,837 1,678,605  593,212

 貸 倒 引 当 金  △ 131,003 △ 443,405  △ 73,098

 流 動 資 産 合 計  16,932,407 60.7 13,679,584 55.1 13,978,447 56.2

Ⅱ 固 定 資 産   

１． 有 形 固 定 資 産   

(1) 建 物 ※1,2 2,664,994 2,796,247  2,637,860

(2) 機 械 及 び 装 置 ※１ 1,490,770 1,787,951  1,383,979

(3) 土 地 ※２ 3,080,907 3,071,909  3,067,493

(4) そ の 他 ※１ 151,634 137,722  323,017

 有 形 固 定 資 産 合 計  7,388,306 26.5 7,793,830 31.4 7,412,350 29.8

２． 無 形 固 定 資 産  118,783 0.4 89,310 0.4 103,447 0.4

３． 投 資 そ の 他 の 資 産   

(1) 投 資 有 価 証 券  1,133,377 1,099,475  1,100,522

(2) 関 係 会 社 株 式  1,194,084 916,335  1,163,685

(3) そ の 他  1,277,784 1,281,129  1,159,855

 貸 倒 引 当 金  △ 146,511 △ 42,349  △ 56,514

 投資その他の資産合計  3,458,735 12.4 3,254,589 13.1 3,367,548 13.6

 固 定 資 産 合 計  10,965,825 39.3 11,137,731 44.9 10,883,346 43.8

 資 産 合 計  27,898,233 100.0 24,817,315 100.0 24,861,793 100.0



－  － 
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      （単位：千円）

前中間会計期間末 
 

(平成14年３月31日現在)

当中間会計期間末 
 

(平成15年３月31日現在) 

前事業年度の 
要約貸借対照表 

(平成14年９月30日現在)

期  別 
 
 
 
科  目 金 額 構成比 金 額 構成比 金 額 構成比

 （ 負 債 の 部 ） ％ ％ ％

Ⅰ 流 動 負 債   

１． 買 掛 金  4,721,466 2,785,219  3,042,462

２． 短 期 借 入 金  6,809,000 7,150,000  5,250,000

３． 一年内 償還 予定社 債 ※２ － 500,000  －

４． 一年内返済予定長期借入金 ※２ 1,569,479 2,569,754  2,477,854

５． 未 払 法 人 税 等  126,000 －  －

６． 賞 与 引 当 金  141,000 145,500  159,000

７． そ の 他  1,738,530 877,402  1,043,671

 流 動 負 債 合 計  15,105,476 54.2 14,027,876 56.5 11,972,987 48.2

Ⅱ 固 定 負 債   

１． 社 債 ※２ 500,000 800,000  1,000,000

２． 長 期 借 入 金 ※２ 6,546,713 5,313,959  6,359,461

３． 役員退 職給 与引当 金  169,238 172,476  175,596

４． そ の 他  407,053 100,244  282,940

 固 定 負 債 合 計  7,623,004 27.3 6,386,679 25.8 7,817,998 31.4

 負 債 合 計  22,728,480 81.5 20,414,556 82.3 19,790,985 79.6

    
 



－  － 
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      （単位：千円）

前中間会計期間末 
 

(平成14年３月31日現在)

当中間会計期間末 
 

(平成15年３月31日現在) 

前事業年度の 
要約貸借対照表 

(平成14年９月30日現在)

期  別 
 
 
 
科  目 金 額 構成比 金 額 構成比 金 額 構成比

 （ 資 本 の 部 ）  

Ⅰ 資 本 金  529,500 1.9 － － － －

Ⅱ 資 本 準 備 金  331,500 1.2 － － － －

Ⅲ 利 益 準 備 金  114,146 0.4 － － － －

Ⅳ そ の 他 の 剰 余 金   

１． 任 意 積 立 金  3,738,740 －  －

２． 中 間 未 処 分 利 益  216,235 －  －

 その他 の剰 余金合 計  3,954,975 14.2 － － － －

Ⅴ その他有価証券評価差額金  244,289 0.8 － － － －

Ⅵ 自 己 株 式  △ 4,658 －  －

 資 本 合 計  5,169,752 18.5 － － － －

    

Ⅰ 資 本 金 ※６ － － 529,500 2.1 529,500 2.1

Ⅱ 資 本 剰 余 金   

１． 資 本 準 備 金  － 331,500 1.3 331,500 1.3

 資 本 剰 余 金 合 計  － － 331,500  331,500

Ⅲ 利 益 剰 余 金   

１． 利 益 準 備 金  － 114,146  114,146

２． 任 意 積 立 金  － 3,769,870  3,738,740

３． 
中 間 未 処 理 損 失
(又は当期未処分利益)

 － △ 405,254  146,673

 利 益 剰 余 金 合 計  － － 3,478,762 14.0 3,999,559 16.1

Ⅳ その他有価証券評価差額金  － － 72,443 0.3 215,942 0.9

Ⅴ 自 己 株 式 ※７ － － △ 9,446 △ 0.0 △ 5,693 △ 0.0

 資 本 合 計  － － 4,402,759 17.7 5,070,808 20.4

 負 債 資 本 合 計  27,898,233 100.0 24,817,315 100.0 24,861,793 100.0



－  － 
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② 中間損益計算書      
（単位：千円）

前中間会計期間 
 

自 平成13年10月１日
至 平成14年３月31日

当中間会計期間 
 

自 平成14年10月１日 
至 平成15年３月31日 

前事業年度の 
要約損益計算書 

自 平成13年10月１日
至 平成14年９月30日

期  別 
 
 
 
 
科  目 金 額 百分比 金 額 百分比 金 額 百分比

   ％ ％ ％

Ⅰ 売 上 高  38,229,106 100.0 40,356,732 100.0 82,815,171 100.0

Ⅱ 売 上 原 価  35,716,866 93.4 38,379,975 95.1 77,970,679 94.2

 売 上 総 利 益  2,512,239 6.6 1,976,756 4.9 4,844,492 5.8

Ⅲ 販売費及び一般管理費  2,412,091 6.3 2,207,297 5.5 4,696,766 5.6

 営業利益(又は営業損失)  100,148 0.3 △ 230,540 △ 0.6 147,726 0.2

Ⅳ 営 業 外 収 益 ※１ 280,021 0.7 173,236 0.4 381,309 0.5

Ⅴ 営 業 外 費 用 ※２ 202,215 0.5 200,267 0.4 420,160 0.5

 経常利益(又は経常損失)  177,953 0.5 △ 257,571 △ 0.6 108,875 0.2

Ⅵ 特 別 利 益 ※３ 257,901 0.6 164,962 0.4 440,902 0.5

Ⅶ 特 別 損 失 ※４ 242,307 0.6 669,922 1.7 399,670 0.5

 税引前中間(当期)純利益
(又は税引前中間純損失)

 193,547 0.5 △ 762,532 △ 1.9 150,106 0.2

 法人税、住民税及び事業税  153,018 0.4 1,175 0.0 1,555 0.0

 法 人 税 等 調 整 額  △ 106,229 △ 0.3 △ 274,840 △ 0.7 39,413 0.1

 中間（当期）純利益
( 又 は 中 間 純 損 失 )

 146,758 0.4 △ 488,866 △ 1.2 109,137 0.1

 前 期 繰 越 利 益  69,476 83,612  69,476

 中 間 配 当 額  － －  31,941

 中間(当期)未処分利益
(又は中間未処理損失)

 216,235 △ 405,254  146,673

 



－  － 
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中間財務諸表作成の基本となる重要な事項   

期  別 
 
項  目 

前中間会計期間 
自 平成13年10月１日 
至 平成14年３月31日 

当中間会計期間 
自 平成14年10月１日 
至 平成15年３月31日 

前事業年度 
自 平成13年10月１日 
至 平成14年９月30日 

 １．資産の評価基準及び評 

   価方法  

(1)有価証券 

子会社株式及び関連会社株式

   移動平均法による原価法 

 その他有価証券 

  時価のあるもの 

   中間決算日の市場価格等

  に基づく時価法（評価差額

  は全部資本直入法により処

  理し、売却原価は移動平均

  法により算定） 

  時価のないもの 

   移動平均法による原価法

 (1)有価証券 

  子会社株式及び関連会社株式

同   左 

  その他有価証券 

   時価のあるもの 

同   左 

 

 

 

 

   時価のないもの 

同   左 

(1)有価証券 

  子会社株式及び関連会社株式

同   左 

  その他有価証券 

   時価のあるもの 

    決算日の市場価格等に基

   づく時価法（評価差額は全

   部資本直入法により処理し、

   売却原価は移動平均法によ

   り算定） 

   時価のないもの 

同   左 

 (2)デリバティブ 

   時価法 

 (2)デリバティブ 

同   左 

(2）デリバティブ 

同   左 

 (3)たな卸資産 

 商品・製品・原材料・仕掛品

  先入先出法による原価法 

 貯蔵品 

  最終仕入法による原価法 

 (3)たな卸資産 

同   左 

 (3)たな卸資産 

同   左 

２．固定資産の減価償却の 

    方法 

(1)有形固定資産 

定率法（ただし、平成10年

４月１日以降に取得した建物

（建物附属設備を除く）につ

いては定額法）を採用してお

ります。 

なお、主な耐用年数は次の

とおりであります。 

建物       ３～47年

機械及び装置   ２～15年

 

(1)有形固定資産 

定率法（ただし、平成10年

４月１日以降に取得した建物

（建物附属設備を除く）につ

いては定額法）を採用してお

ります。 

なお、主な耐用年数は次の

とおりであります。 

 建物      ２年～45年

 機械及び装置  ３年～15年

(1)有形固定資産 

定率法（ただし、平成10年

４月１日以降に取得した建物

（建物附属設備を除く）につ

いては定額法）を採用してお

ります。 

なお、主な耐用年数は次の

と 

おりであります。 

建物      ５年～45年

機械及び装置  ２年～10年

 (2)無形固定資産 

    定額法を採用しております。

    なお、自社利用のソフトウ

ェアについては、社内におけ

る見込利用可能期間（５年）

に基づく定額法を採用してお

ります。 

(2)無形固定資産 

同   左 

 

 

 (2)無形固定資産 

同   左 

 

３．引当金の計上基準 (1)貸倒引当金 

債権の貸倒れによる損失に

備えるため、一般債権につい

ては貸倒実績率により、貸倒

懸念債権等特定の債権につい

ては個別に回収可能性を勘案

し、回収不能見込額を計上し

ております。 

(1) 貸倒引当金 

同   左 

 

(1)貸倒引当金 

同   左 



－  － 

 

43

 

期  別 
 
項  目 

前中間会計期間 
自 平成13年10月１日 
至 平成14年３月31日 

当中間会計期間 
自 平成14年10月１日 
至 平成15年３月31日 

前事業年度 
自 平成13年10月１日 
至 平成14年９月30日 

  (2)賞与引当金 

   従業員賞与の支給に備える

  ため、支給見込額の当中間会

計期間負担額を計上しており

ます。 

 

 (2)賞与引当金 

同   左 

(2)賞与引当金 

  従業員賞与の支給に備える

  ため、支給見込額に基づき計

上しております。 

 

 (3)退職給付引当金 

平成14年３月31日付で従業

員退職金規程を廃止したこと

から、退職給付引当金は計上

しておりません。 

なお、総合型年金基金であ

る全米商連厚生年金基金に加

入しており、当該年金基金へ

の拠出額を退職給付費用とし

て処理しております。 

  

(3)退職給付引当金 

     ────── 

(3）退職給付引当金 

 平成14年３月31日付で従業

員退職金制度を廃止したこと

から、退職給付引当金は計上

しておりません。 

 なお、総合型年金基金であ

る全米商連厚生年金基金に加

入しており、当該年金基金へ

の拠出額を退職給付費用とし

て処理しております。 

 (4)役員退職給与引当金 

   役員の退職金の支出に備え 

るため、内規に基づく中間期

末要支給額を計上しておりま

す。 

(4)役員退職給与引当金 

同   左 

 

(4)役員退職給与引当金 

 役員の退職金の支出に備え

るため、内規に基づく期末要

支給額を計上しております。

４．外貨建の資産又は負債 

  の本邦通貨への換算基 

  準 

外貨建金銭債権債務は、中

間決算日の直物為替相場によ

り円貨に換算し、換算差額は

損益として処理しております。

同   左 外貨建金銭債権債務は、決

算日の直物為替相場により円

貨に換算し、換算差額は損益

として処理しております。 

５．リース取引の処理方法  リース物件の所有権が借主に

移転すると認められるもの以外

のファイナンス･リース取引に

ついては、通常の賃貸借取引に

係る方法に準じた会計処理を採

用しております。 

同   左 同   左 

６．ヘッジ会計の方法 (1)ヘッジ会計の方法 

  繰延ヘッジ処理を採用して

おります。なお、為替予約に

ついては振当処理の要件を満

たしている場合は振当処理 

を、金利スワップについては

特例処理の適用要件を満たす

ため、特例処理を採用してお

ります。 

(1) ヘッジ会計の方法 

同   左 

(1)ヘッジ会計の方法 

同   左 



－  － 
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期  別 
 
項  目 

前中間会計期間 
自 平成13年10月１日 
至 平成14年３月31日 

当中間会計期間 
自 平成14年10月１日 
至 平成15年３月31日 

前事業年度 
自 平成13年10月１日 
至 平成14年９月30日 

 (2）ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段…為替予約取 

引、金利スワ

ップ取引 

ヘッジ対象…外貨建予定取

引、借入金の

金利取引 

(2) ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段…同   左 

 

 

ヘッジ対象…同   左 

(2）ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段…同   左 

 

 

ヘッジ対象…同   左 

 (3)ヘッジ方針 

将来の為替変動によるリス

クを回避する目的で、実需の

範囲内で対象取引のヘッジを

行っております。また、変動

金利を固定金利に変換する目

的で金利スワップを利用し、

キャッシュ・フローを固定化

し金利変動によるリスクを回

避しております。 

(3)ヘッジ方針 

同   左 

(3)ヘッジ方針 

同   左 

 (4)ヘッジ有効性評価の方法 

半期毎にヘッジ対象の相場

変動の累計とヘッジ手段の相

場変動の累計を比較し、両者

の変動額の比率によって有効

性を評価しております。 

なお、金利スワップについ

ては特例処理の適用要件を満

たしており有効性が保証され

ているため、有効性の評価を

省略しております。 

(4)ヘッジ有効性評価の方法 

同   左 

 

(4)ヘッジ有効性評価の方法 

同   左 

７．その他中間財務諸表

（財務諸表）作成のた

めの基本となる重要な

事項 

 (1)消費税等の会計処理 

   消費税及び地方消費税の会

計処理は、税抜方式によって

おります。 

 

 (1)消費税等の会計処理 

同   左 

 

 

 (1)消費税等の会計処理 

同   左 

 

 

  (2)税金費用の算定方法 

     中間会計期間に係る法人 

税、住民税及び事業税並びに

法人税等調整額は、当期にお

いて予定している利益処分に

よる圧縮積立金の積立て及び

取り崩しを前提として、当中

間会計期間に係る金額を計算

しております。 

(2) 税金費用の算定方法 

同   左 

 (2）  ―――――― 
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追加情報   

前中間会計期間 
自 平成13年10月１日 
至 平成14年３月31日 

当中間会計期間 
自 平成14年10月１日 
至 平成15年３月31日 

前事業年度 
自 平成13年10月１日 
至 平成14年９月30日 

（自己株式の表示） 

前事業年度まで流動資産に掲記し

ておりました「自己株式」（前中間

会計期間末790千円、前事業年度末

3,335千円）は、中間財務諸表等規

則の改正により当中間会計期間から

資本の部の末尾に控除項目として表

示しております。 

 

―――――― 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

―――――― 

 

―――――― 

 

 

 

 

 

 

 

 

―――――― 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（地方税法等の一部を改正する法

律） 

 地方税法等の一部を改正する法律

（平成15年法律第９号）が平成15年

３月31日に公布されたことに伴い、

当中間会計期間の繰延税金資産及び

繰延税金負債の計算（ただし、平成

16年10月１日以降解消が見込まれる

ものに限る。）に使用した法定実効

税率は、前事業年度の42.0％から

40.7％に変更されております。その

結果、繰延税金負債の金額（繰延税

金資産の金額を控除した金額）が

4,572千円減少し、当中間会計期間

に計上された法人税等調整額が

2,984千円減少し、その他有価証券

評価差額金が1,588千円増加してお

ります。 

―――――― 

 

 

 

 

 

 

 

 

（自己株式及び法定準備金取崩等会

計） 

 当期から「自己株式及び法定準備

金の取崩等に関する会計基準」（企

業会計基準第１号）を適用しており

ます。これによる当期の損益に与え

る影響は軽微であります。 

 なお、財務諸表等規則の改正によ

り、当期における貸借対照表の資本

の部については、改正後の財務諸表

等規則により作成しております。 

これに伴い、前期において流動資

産に掲記しておりました自己株式

は、当期より資本の部の末尾に控除

項目として表示しております。 

 

―――――― 
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注記事項 

（中間貸借対照表関係）   

前中間会計期間末 
（平成14年３月31日現在） 

当中間会計期間末 
（平成15年３月31日現在） 

前事業年度末 
（平成14年９月30日現在） 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額 

4,886,492千円 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額

5,250,924千円

※１ 有形固定資産の減価償却累計額

4,988,731千円

※２ 担保資産及び担保付債務 ※２ 担保資産及び担保付債務 ※２ 担保資産及び担保付債務 

   担保に供している資産は次のと 

 おりであります。 

   担保に供している資産は次のと

 おりであります。 

   担保に供している資産は次のと

  おりであります。 

 建 物 1,136,850 千円  建 物 1,077,358 千円 建物 1,106,201 千円

 土 地 718,463   土 地 718,463  土地 718,463  

 合 計 1,855,313   合 計 1,795,822  合計 1,824,665  

  担保付債務は次のとおりであり

ます。 

  担保付債務は次のとおりであり

ます。 

 担保付債務は次のとおりであり

ます。 

 一年内返済予

定長期借入金

84,604 千円  一 年 内 償 還

予 定 社 債

500,000 千円 一年内返済予

定長期借入金

84,604 千円

 社 債 500,000   一年内返済予

定長期借入金

84,604  社 債 500,000  

 長 期 借 入 金 965,388   長 期 借 入 金 880,784  長 期 借 入 金 923,086  

 合 計 1,549,992   合 計 1,465,388  合 計 1,507,690  

 ３ 保証債務  

   下記関係会社及び取引先の金融 

 機関等からの借入金等に対し、債 

 務保証を行っております。 

 ３ 保証債務  

   下記関係会社及び取引先の金融

 機関等からの借入金等に対し、債

 務保証を行っております。 

 ３ 保証債務  

  下記関係会社及び取引先の金融

機関等からの借入金等に対し、債

務保証を行っております。 

 ㈱ ク ッ ク マ ン 52,000千円 キトクフーズ㈱ 177,120千円 キトクフーズ㈱ 54,000千円

 木 徳 九 州 ㈱ 119,822   木 徳 九 州 ㈱ 596,025  木 徳 九 州 ㈱ 138,728  

 木 徳 滋 賀 ㈱ 214,911   木 徳 滋 賀 ㈱ 46,135  木 徳 滋 賀 ㈱ 215,223  

 備 前 食 糧 ㈱ 383,638   備 前 食 糧 ㈱ 820,377  備 前 食 糧 ㈱ 474,230  

 ㈲都路ファーム 379,750   ㈲都路ファーム 286,612  ㈲都路ファーム 331,106  

 ㈱木徳備前岡山  合 計  ㈱木徳備前岡山  

ライスセンター
441,549

 

1,926,271

ライスセンター 
423,151

合 計 1,591,672  ㈱ あ じ と き 114,328

 

 

 

 

 

 

合 計 1,750,768

 

         

（注）㈱今泉食品は、平成13年10月１ 

     日より社名変更し、㈲都路ファー 

     ムとなっております。 

（注）1. キトクフーズ㈱と㈱あじとき

は、平成14年10月１日付で合

併し、㈱あじときは解散して

おります。 

   2. ㈱木徳備前岡山ライスセンタ

ーは、平成14年12月10日付に

て清算結了しており、借入金

等（リース債務）に関しては

備前食糧㈱が引き継いでおり

ます。 

（注）1. ㈱クックマンは、平成14年

７月11日よりキトクフーズ

㈱に社名変更しておりま

す。 

   2. ㈱今泉食品は、平成13年10

月１日より㈲都路ファーム

に社名変更しております。
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前中間会計期間末 
（平成14年３月31日現在） 

当中間会計期間末 
（平成15年３月31日現在） 

前事業年度末 
（平成14年９月30日現在） 

※４ 消費税等の取扱い 

   仮払消費税等及び仮受消費税等 

  は、相殺のうえ、金額的重要性が 

  乏しいため、流動資産の「その 

他」に含めて表示しております。 

※４ 消費税等の取扱い 

     仮払消費税等及び仮受消費税等

   は、相殺のうえ、「未収入金」に

  含めて表示しております。 

    

※４   ―――――― 

 

※５ 中間期末日満期手形 

  中間期末日満期手形については、

 手形交換日をもって決済処理して 

 おります。 

  なお、当中間会計期間末日が金 

 融機関休業日であったため、次の 

 中間期末日満期手形が中間期末残 

 高に含まれております。 

  受取手形   55,869千円 

※６   ────── 

 

 

 

 

※７   ────── 

 

※５    ────── 

 

 

 

 

 

 

 

 

※６ 授権株式数及び発行済株式総数

授権株式数 普通株式 

30,000,000株

発行済株式総数 普通株式 

8,530,000株

※７ 当社が保有する自己株式の数 

は、普通株式25,163株です。 

 

 ※５   ────── 

 

 

 

 

 

 

 

 

※６   ────── 

 

 

 

 

※７   ────── 
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（中間損益計算書関係）   

前中間会計期間 
自 平成13年10月１日 
至 平成14年３月31日 

当中間会計期間 
自 平成14年10月１日 
至 平成15年３月31日 

前事業年度 
自 平成13年10月１日 
至 平成14年９月30日 

※１ 営業外収益のうち主要なもの ※１ 営業外収益のうち主要なもの ※１ 営業外収益のうち主要なもの 

   受取利息      9,548千円    受取利息      7,809千円    受取利息     18,287千円

   受取配当金    139,568    受取配当金    61,928    受取配当金    149,275 

   不動産賃貸料収入  91,885    不動産賃貸料収入  86,248    不動産賃貸料収入 176,397 

※２ 営業外費用のうち主要なもの ※２ 営業外費用のうち主要なもの ※２ 営業外費用のうち主要なもの 

   支払利息     113,968千円    支払利息     112,079千円    支払利息     244,818千円

   社債利息      5,325    社債利息      6,085     社債利息     12,556 

   不動産賃貸費用  72,950    不動産賃貸費用  62,763    不動産賃貸費用  146,399  

※３ 特別利益のうち主要なもの ※３ 特別利益のうち主要なもの ※３ 特別利益のうち主要なもの 

   固定資産売却益 

    土地      41,024千円 

    車両及び運搬具   352 

   固定資産売却益 

    土地      140,962千円

 

   固定資産売却益 

    土地      217,873千円

    車両及び運搬具   352 

   投資有価証券売却益 215,382     投資有価証券売却益 215,382 

※４ 特別損失のうち主要なもの ※４ 特別損失のうち主要なもの ※４ 特別損失のうち主要なもの 

   投資有価証券評価損  3,006千円    関係会社株式評価損 158,091千円    投資有価証券評価損 38,848千円

   関係会社株式評価損 62,427    貸倒引当金繰入額 400,000    関係会社株式評価損 88,356 

    退職金制度廃止 

   に伴う精算費用 
 108,648 

 

   退職金制度廃止 

   に伴う精算費用 
 145,686 

   貸倒引当金繰入額   68,226     貸倒引当金繰入額   25,800 

 ５ 減価償却実施額  ５ 減価償却実施額  ５ 減価償却実施額 

   有形固定資産   286,729千円 

   無形固定資産    24,218 

   有形固定資産   275,349千円

   無形固定資産    22,068 

   有形固定資産   580,103千円

   無形固定資産    47,910 
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（リース取引関係）     

前中間会計期間 
自 平成13年10月１日 
至 平成14年３月31日 

当中間会計期間 
自 平成14年10月１日 
至 平成15年３月31日 

前事業年度 
自 平成13年10月１日 
至 平成14年９月30日 

１．リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引 

１．リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引 

１．リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引 

(1）リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及び

中間期末残高相当額 

(1）リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及び

中間期末残高相当額 

(1）リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及び

期末残高相当額 

  取 得 

価 額 

相 当 額 

減価償却

累 計 額

相 当 額

中間期末 

残 高 

相 当 額 

  取 得

価 額

相 当 額

減価償却

累 計 額

相 当 額

中間期末

残 高

相 当 額

 取 得 

価 額 

相 当 額 

減価償却 

累 計 額 

相 当 額 

期 末

残 高

相 当 額

 機械及び 

装 置     

  千円 

880,617 

  千円

311,401

  千円 

569,215 

 機械及び

装 置    

  千円

818,636

  千円

367,444

  千円

451,191

機械及び

装 置    

  千円 

828,286 

  千円 

318,244 

  千円

510,042

 
そ の 他     280,026  44,222 235,803 

 
そ の 他    276,335  86,880 189,454 そ の 他    279,853 61,783 218,069

 無形固定 

資 産     
 36,852   1,708  35,143 

 無形固定

資 産    
 45,834   9,749  36,084

無形固定

資 産    
45,834 5,541 40,292

 合 計 1,197,495 357,332 840,162  合 計 1,140,805 464,074 676,731 合 計 1,153,973 385,569 768,403

              

(2）未経過リース料中間期末残高

相当額 

(2）未経過リース料中間期末残高

相当額 

(2）未経過リース料期末残高相当

額 

１年内 178,028千円 １年内 177,595千円 １年内 178,503千円

１年超 696,587     １年超 539,242    １年超 627,885    

       合  計 874,616            合  計 716,838           合  計 806,389    

(3）支払リース料、減価償却費相

当額及び支払利息相当額 

(3）支払リース料、減価償却費相

当額及び支払利息相当額 

(3）支払リース料、減価償却費相

当額及び支払利息相当額 

支払リース料 71,443千円 支払リース料 104,872千円 支払リース料 179,997千円

減価償却費相当額 60,191     減価償却費相当額 91,199    減価償却費相当額 155,233    

支払利息相当額 13,303     支払利息相当額 15,135    支払利息相当額 30,203    

(4）減価償却費相当額の算定方法 

  リース期間を耐用年数として

残存価額を零とする定額法に

よっております。 

(4）減価償却費相当額の算定方法

同   左 

(4）減価償却費相当額の算定方法

同   左 

(5）利息相当額の算定方法 

リース料総額とリース物件の 

取得価額相当額との差額を利息 

相当額とし、各期の配分方法に 

ついては、利息法によっており

ます。 

(5）利息相当額の算定方法 

同   左 

(5）利息相当額の算定方法 

同   左 
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前中間会計期間 
自 平成13年10月１日 
至 平成14年３月31日 

当中間会計期間 
自 平成14年10月１日 
至 平成15年３月31日 

前事業年度 
自 平成13年10月１日 
至 平成14年９月30日 

(6）リース物件に対する国庫補助

金 

   精米設備に係るリースの一部

については、米穀販売業流通合

理化推進事業として国庫補助金

の対象となっており、当上半期

のリース料は、16,820千円減額

されております。 

(6）リース物件に対する国庫補助

金 

   精米設備に係るリースの一部

については、米穀販売業流通合

理化推進事業として国庫補助金

の対象となっており、当上半期

のリース料は、16,216千円減額

されております。 

(6）リース物件に対する国庫補助

金 

  精米設備に係るリースの一部

については、米穀販売業流通合

理化推進事業として国庫補助金

の対象となっており、当期の

リース料は35,093千円減額され

ております。 

 

 

（有価証券関係） 

 前中間会計期間、当中間会計期間及び前事業年度における子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはあ

りません。 
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（１株当たり情報）      

前中間会計期間 
自 平成13年10月１日 
至 平成14年３月31日 

当中間会計期間 
自 平成14年10月１日 
至 平成15年３月31日 

前事業年度 
自 平成13年10月１日 
至 平成14年９月30日 

１株当たり純資産額 606.94円 １株当たり純資産額 517.68円 １株当たり純資産額 595.52円

１株当たり中間純利益 17.23円 １株当たり中間純損失 57.45円 １株当たり当期純利益 12.81円

なお、潜在株式調整後１株当たり

中間純利益金額については、新株引

受権付社債及び転換社債を発行して

いないため記載しておりません。 

また、１株当たり情報の計算につ

いては、当期より自己株式数を控除

して算出しております。 

―――――― 

なお、潜在株式調整後１株当たり

中間純利益金額については、１株当

たり中間純損失が計上されており、

また、潜在株式が存在しないため記

載しておりません。 

 

 

（追加情報） 

当中間会計期間から「１株当たり

当期純利益に関する会計基準」（企

業会計基準第２号）及び「１株当た

り当期純利益に関する会計基準の適

用指針」（企業会計基準適用指針第

４号）を適用しております。 

なお、同会計基準及び同適用指針

を前中間会計期間及び前事業年度に

適用した場合、１株当たり純資産額

及び１株当たり中間純利益または当

期純利益への影響はありません。 

なお、潜在株式調整後１株当たり

当期純利益金額は、新株予約権付社

債等潜在株式がないため記載してお

りません。 

 

 

 

―――――― 

 （注） １株当たり中間（当期）純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

   （単位：千円）
 

前中間会計期間 
自 平成13年10月１日
至 平成14年３月31日

当中間会計期間 
自 平成14年10月１日 
至 平成15年３月31日 

前事業年度 
自 平成13年10月１日
至 平成14年９月30日

中間（当期）純損失 － 488,866 － 

普通株主に帰属しない金額 － － － 

（うち利益処分による役員賞与金） － － － 

普通株式に係る中間（当期）純損失 － 488,866 － 

期中平均株式数（株） － 8,508,924 － 

 

 

 

（重要な後発事象） 

  該当事項はありません。 

 



－  － 
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７．役員の異動 
  

(1) 代表者の異動 

該当事項はありません。   

 

(2) その他の役員の異動 

新役名 新職名 旧役名 旧職名 氏名 異動年月日 

取締役 － 代表取締役会長 － 稲 垣 辰 彌 平成14年12月25日

代表取締役社長 米穀事業本部長（兼務） 代表取締役社長 － 木 村   良 平成15年２月１日

常務取締役 
木徳滋賀㈱ 
代表取締役社長（兼務） 

専務取締役 － 釜 谷   弘 平成15年２月１日

取締役 － 常務取締役 － 木 村 友二郎 平成15年２月１日

取締役 管理本部長 常務取締役 管理本部長 水 野 正 夫 平成15年２月１日

取締役 
備前食糧㈱ 
代表取締役社長（兼務） 

常務取締役 － 足 立 英 夫 平成15年２月１日

 
 


